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2012年 7月、日本において再生
可能エネルギーを固定価格で買い取
る FIT（Feed-in Tariff）制度が実
施された。FIT制度は、再生可能エ
ネルギーによる発電の売電単価を長
期的に固定することで多くの企業や
一般家庭における再エネ発電設備の
導入を促進することを目的としてい
た。そのため、施行後再生可能エネ
ルギーの発電は増大し普及した。し
かし、FIT制度には大きく 2つの
課題を有していた。
①電気を利用する全国民が負担する
「賦課金」の増大
②電力産業全体でのコスト低減や、
再生可能エネルギーのさらなる導
入拡大につながる取り組みの停滞
これらの２つの課題を解決すべく
導 入 さ れ た の が FIP（Feed-in 
Premium）制度だ。FIP制度は、
再生可能エネルギーをプレミアムと
呼ばれる補助を上乗せした金額で電
力会社が買い取る仕組みで、FIT制
度のような固定価格とは異なり、市

場価格と連動することで再生
可能エネルギー主力電源化へ
のステップになると考えられ
ている。
一方、発電事業者の立場から
すると FIT制度から FIP制度
への移行により、政府主導から
事業者の意向を反映しやすく
なったものの、売電価格が“固
定”から“変動”に変わること
でバランシングを考慮する必
要が生じてきた。バランシング
とは「発電可能な再エネ電気の見込
みの数値（計画値）」と「実際に発
電した数値（実績値）」を一致させ
るための調整を意味する。発電事業
者は申告する計画値と実績値に差が
生じた場合、その差を埋めるための
費用（インバランス）を払う必要が
あり、FIT制度では免除されていた
負担を自ら負わなければならない。
また。FIP制度の下では発電事業者
の負担はコスト面だけでなく、需給
管理や売電先の検討なども自社で行
う必要がある。
こうした需給調整を自社で行うの
が難しい企業も多い。そのため昨今、
アグリゲーションビジネスへの期待

が高まっている※１。

2050年までに温室効果ガスの排
出量をゼロにすることを目的とした
カーボンニュートラル／脱炭素社会
の実現のためには、再生可能エネル
ギーの主力電源化が大きな役割を担
うことになるだろう。そのためには、
再生可能エネルギーの電力市場への
統合を進めることが重要とされてお
り、先に触れたように発電事業者に
は電力の需給状況や市場価格を意識
した適切な需給管理が求められる。

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社（以下、CTC）は、伊藤忠商事株式会社（以下、伊藤忠）と共に太陽光発電や風力発
電などの変動性の高い再生可能エネルギーを束ねて、需要家および小売電気事業者に電力を提供するアグリゲーションビジネスを
実施している。本稿ではその概要について紹介する。
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こうした背景の下、CTCは 2021
年 8月から伊藤忠と共に、九州エ
リアの複数の太陽光発電所を対象と
して、伊藤忠が保有する電力の需給
管理に関する知見と自社が保有する
発電量予測・最適化・ICT技術など
のデジタル技術の知見を組み合わ
せ、以下の 4項目に焦点を当て、「再
生可能エネルギーの主力電源化に向
けたアグリゲーションビジネス」に
取り組んでいる。

① 太陽光および風力の発電量予測
技術の検証
② 発電及び需要の計画と実績の差
異であるインバランス回避手法の
検討
③ 再生可能エネルギー需給運用最
適化の手法の検討
④ 事業サービス化に向けた検討

CTCは、2050年までに自社事業
に伴う CO2排出量ゼロを目指す中長
期の環境目標「2050 CTC環境宣言」
を策定し、自らも持続可能な未来の

実現に向けた取り組みを推進してい
るが、今後、実証実験の範囲や地域
の拡大を図り、将来のアグリゲー
ションビジネスの具現化を含め、再
生可能エネルギーの普及と脱炭素社
会の実現に貢献していく予定だ。

CTCは、エネルギー分野で 20年
以上にわたり再生可能エネルギー事
業開発の技術コンサルティングサー
ビスを提供しており、予報業務許可
を受けた民間気象事業者でもある。
また、日本初の天気情報専門サイト
「WeatherEye」をはじめ、各種産
業向けの気象情報サービス、CS、
CATV向けの天気番組、Webのお
天気関連情報、モバイル向けの音声・
テキスト・画像情報サービス、デジ
タルサイネージでの実績を有する。

CTCは、それらの知見の積み重
ねと共に継続的に開発してきた発電
量の予測アルゴリズムをアグリゲー
ションビジネス向けに最適化し、

2023 年 3 月「ReRAS（リー
ラ ス：Renewable Resource 
Aggregation System）」を開発
した。

ReRASは、アグリゲーター※２

や発電事業者の需給管理および
電力取引を支援することを目的と
している。

ReRASでは、太陽光・風力
発電所における発電量の予測
／実績データ及び気象予測
データに基づいて機械学習し
た発電量予測モデルを構築し、
電力取引スケジュールに適し
た発電量予測を可能としてい
る。電力事業者のインバラン

スを削減し支援することに加え、発
電量の予測の精度を高めることを目
指す。
また、予測データを活用した日々
の電力の取引情報を蓄積・分析し、
アグリゲーションビジネスのPDCA
サイクルを回しながら、再生可能エ
ネルギーの変動リスクのマネジメン
トも実現できる。

伊藤忠とのアグリゲーションビジ
ネスにおいて運用されている
ReRASは、ビジネス規模の変化や
電力システムに関連する制度変化に
柔軟に追従してこそ成果を生む。シ
ステムを運用しながら柔軟に改良を
加え、迅速にサービス化していくた
めにはどのような手法を取るべき
か？ CTCは、DevOps環境の稼働
インフラとして最適なクラウド上に
ReRASを構築することを前提に、
パブリッククラウドを選定すること
にした。CTCでは従来からさまざ
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図 1　アグリゲーションビジネスの実証

柔軟なサービス改善に向けて
AWSクラウドを採用

需給管理および電力取引を
支援する「ReRAS」を開発
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まなプロジェクトのデジタル基盤と
してパブリッククラウドを利用して
いるが、特に AWSクラウドの導入
実績・経験・技術力・知見が豊富で、
社内に AWSを扱えるエンジニアが
多くいることから、ReRASの稼働
インフラとして AWSを採用するこ
ととした。

AWS決定からわずか約 3カ月後、
CTCは“開発時点での最適化”では
なく、ビジネスの変化や拡張に伴っ
て機動的にアルゴリズムを改良・
サービス化できる“将来を見据えた
最適化”が可能となるよう、ReRAS
を AWSのクラウド上に構築したこ
とを発表した。尚、ReRASは大き
く分けてアプリケーション基盤、
データ基盤、管理基盤、実証基盤の
4つの領域で構成されており、サー
バーレスコンピューティングサービ
ス「AWS Lambda」、クラウドスト
レージ「Amazon Simple Storage 
Service（Amazon S3）」、クラウド
リレーショナルデータベース管理シ

ステム「Amazon Aurora」などの
サービスを使って構築されている
（図２）。

AWS上での構築により、これま
で ReRASの課題として、「ビジネ
スの変化・拡張に伴い機動的に改良
できるDevOps対応基盤が必要」「実
証から始めるために、機能・コスト
面でスモールスタートへの対応が必
要」といった課題を解決に導くこと
ができた。またスモールスタートで
実証を開始し、徐々に拡張、運用コ
ストを予測することが可能となった
だけでなく、AWSのカーボンフッ
トプリント指標により、運用による
CO2排出量を把握することができ
ることも特徴だ。

CTCは最先端のデジタル技術に
これまで培ってきたシミュレーショ
ンや最適化などの科学工学分野の知
見を加え、ReRASのさらなる機能

拡充を図るとしている。また、
ReRASを起点として国内における
再生可能エネルギーアグリゲーショ
ンビジネスの活性化を目指し、再生
可能エネルギー発電事業者やカーボ
ンニュートラルを目指す需要家企業
への支援を通じて、脱炭素社会の実
現に貢献する考えだ。
さらに JEPX（日本卸電力取引所）
の実績データや広域需給状況に関す
る各種公開データなどを取得する機
能、インバランス低減に向けた最適
化機能などの実装を計画している。
今後、ReRASを中核に据えたア
グリゲーションビジネスをさらに積
極的に拡充していく。

※１ 参考：https://www.eneres.jp/ journal /
re-aggregator/
※２ 電力を束ね、効率的かつ安定的に電力を供
給する事業者。アグリゲーターは特定卸供
給事業者制度のもと届け出が必要。ライセ
ンスを取得している専門性の高い企業がそ
の役割を担う。
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図 2　ReRAS 概要

アグリゲーションビジネスの
積極的な展開に向けて


